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表　2023年の政府活動の重点分野

項目 内容

1 内需拡大に力を入れる。

消費の回復・拡大を優先させる。さまざまな方法で住民の所得を増やす。耐久財消費を安定させ、個人向けサービス消費の回復を促
す。政府投資と政策による奨励を通じて民間投資を効果的に促し、今年の地方政府特別債は3兆8000億元とし、第14次5カ年規画の
重要プロジェクトの実施を加速し、都市再生行動を実施し、各地域の相互補完的な優位性発揮を促し、より多くの民間資本に対して
国家重要プロジェクトと脆弱部分補強プロジェクトへの参加を奨励して呼び込み、民間投資の活力を喚起する。

2
現代化産業システムの構築を加速
する。

製造業の重点産業チェーンに関して、国を挙げて基幹コア技術開発に取り組む。国内の重要エネルギー資源・鉱物資源の探査・開
発による賦存量・生産量増加を強化する。従来型産業・中小企業のデジタル化を加速し、ハイエンド化・スマート化・グリーン化に注力
する。先端技術の研究開発と応用・普及を加速する。現代的物流システムの機能向上をはかる。デジタルエコノミーを大いに促進し、
監理・監督体制を整備し、プラットフォームエコノミーの発展を後押しする。

3
「二つの揺るぐことなく」を着実に実
施する。

国有資本・国有企業改革を深化させ、国有企業のコアコンピタンスを強化する。（企業の）種類別の改革を堅持し、国有企業の経済的
責任と社会的責任の関係を適切に処理し、中国の特色ある国有企業現代コーポレートガバナンスを整備する。民間企業の財産権と
企業家の権利・利益を法に基づいて守り、民間経済と民間企業の成長を奨励・サポートし、中小・零細企業と自営業者の発展を後押
しし、親身で清廉な政財関係を構築し、各種所有制企業のために公正かつ自由に競争できる環境を整え、実のある方策で市場の期
待と自信を向上させる。

4
外資の誘致・利用にいっそう力を入
れる。

市場参入規制を緩和し、現代サービス業をいっそう開放する。外資企業の内国民待遇を徹底する。環太平洋パートナーシップに関す
る包括的および先進的な協定（CPTPP）など高い水準の経済連携協定への加入交渉を積極的に推進し、関連ルール・規制・管理・基
準に照らして制度型開放を着実に拡大する。貿易の経済を支える役割を持続的に発揮させる。外資企業をしっかりとサポートし、指定
重要外資プロジェクトの実施を促す。開かれた中国大市場は、必ずや各国企業に中国でのさらなる成長機会をもたらすことができる。

5
経済・金融分野の重大リスクを効果
的に防止・解消する。

金融体制改革を深化させ、監督・管理を強め 、関係各所の責任を徹底し、地域性のものやシステミックな金融リスクを回避する。大手
不動産企業の経営危機に効果的に対処し、負債比率を改善し、無計画な経営拡大を防ぎ、不動産業の安定成長を促す。地方政府
の債務リスクを防止・解消し、債務期限構造を改善し、利息負担を低減し、新規発行額を抑え、債務残高を削減する。

6
食糧生産を安定させ、農村振興を
推進する。

食糧の作付面積を確保し、油糧作物の生産を強化し、新たに食糧5,000万トン増産計画を実施する。農業資材の安定供給・価格安定
の仕組みを整える。農業水利施設や高基準農地などのインフラ整備を強化する。種子事業振興行動を踏み込んで実施する。アグリ
テックと農機の導入を強化する。農村の地場産業を発展させ、農民の収入源を増やす。貧困脱却堅塁攻略の成果を定着させて拡大
し、集団的な再貧困化を断固として防ぐ。農村整備行動を進める。国策の土地請負期限30年延長は細やかな取組でしっかりと実施
する。

7
発展パターンのグリーン化を推し進
める。

環境汚染対策を踏み込んで推進する。都市・農村部の環境インフラ整備を強化し、指定地域生態系保全・復元重要プロジェクトを継
続して実施する。クリーンで高効率な石炭利用と関連技術の研究開発を進め、新型エネルギーシステムの整備を急ぐ。グリーン発展
支援策を整え、循環型経済を発展させ、資源の節約・集約利用を推し進め、重点分野の省エネ・低炭素化を進め、「青い空、澄んだ
水、きれいな土を守る戦い」に継続的にしっかりと取り組む。

8
基本的民生を保障し、社会諸事業
を発展させる。

住宅保障システムの整備を強化し、マイホームの購入または買い替えを支援し、新市民や若年層が抱える住宅難をしっかりと解消す
る。義務教育の良質で均衡のとれた発展と都市・農村の一体化を推進し、職業教育を大いに発展させ、高等教育のイノベーションを
はかる。良質な医療資源の拡充・移転と地域間の均衡のとれた配置を促進する。養老サービスを充実させ、出産支援政策を拡充す
る。女性・児童・高齢者・障害者の合法的な権利・利益を保障する。軍人とその家族、退役軍人とその他の優遇扶助対象者への恩給
援護をしっかりと行う。文化事業と文化産業を繁栄・発展させる。社会統治の効果を高める。労働安全監督管理と防災・減災・災害救
助活動を強化する。総体的国家安全保障観を全面的に貫徹し、より高い水準の「平安中国」を建設する。

（出所）政府活動報告


